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〇 内 閣 府 告 示 第 十 号

独 立 行 政 法 人 通 則 法 （ 平 成 十 一 年 法 律 第 百 三 号 ） 第 四 十 六 条 の 二 第 二 項 の 規 定 に 基 づ き 、 独 立 行 政

法 人 男 女 共 同 参 画 機 構 が 政 府 出 資 等 に 係 る 不 要 財 産 を 譲 渡 し た と き に 国 庫 に 納 付 す べ き 金 額 を 算 定 す

る 基 準 を 次 の よ う に 定 め 、 令 和 八 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

令 和 八 年 三 月 十 三 日 内 閣 総 理 大 臣 高 市 早 苗

独 立 行 政 法 人 男 女 共 同 参 画 機 構 が 政 府 出 資 等 に 係 る 不 要 財 産 を 譲 渡 し た と き に 国 庫 に 納 付 す べ

き 金 額 を 算 定 す る 基 準

（ 納 付 算 定 対 象 額 ）

第 一 条 こ の 基 準 に お い て 「 納 付 算 定 対 象 額 」 と は 、 独 立 行 政 法 人 通 則 法 第 四 十 六 条 の 二 第 二 項 の 規

定 に 基 づ き 、 独 立 行 政 法 人 男 女 共 同 参 画 機 構 （ 以 下 「 機 構 」 と い う 。 ） が 、 内 閣 総 理 大 臣 の 認 可 を 受

け て 、 政 府 出 資 等 に 係 る 不 要 財 産 （ 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 政 府 出 資 等 に 係 る 不 要 財 産 を い い 、 金 銭

を 除 く 。 以 下 同 じ 。 ） を 譲 渡 し 、 こ れ に よ り 生 じ た 収 入 の 額 （ 当 該 財 産 の 帳 簿 価 額 を 超 え る 額 が あ る

場 合 に は 、 そ の 額 を 除 く 。 ） か ら 機 構 が 当 該 財 産 の 譲 渡 に 要 し た 費 用 の 額 の う ち 内 閣 総 理 大 臣 が 定 め

る 額 を 控 除 し た 額 を い う 。

（ 国 庫 に 納 付 す べ き 金 額 を 算 定 す る 基 準 ）

第 二 条 機 構 が 政 府 出 資 等 に 係 る 不 要 財 産 を 譲 渡 し た と き に 、 国 庫 に 納 付 す べ き 金 額 は 、 納 付 算 定 対

象 額 に 、 当 該 財 産 に 対 す る 政 府 か ら の 出 資 及 び 支 出 の 合 計 額 が 当 該 財 産 の 取 得 の 日 に お け る 帳 簿 価

額 に 占 め る 割 合 を 乗 じ て 得 た 金 額 と す る 。

〇 総 務 省 告 示 第 七 十 五 号

市 の 境 界 変 更

地 方 自 治 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 六 十 七 号 ） 第 七 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 秋 田 県 横 手 市 と 大 仙 市

と の 境 界 を 次 の と お り 変 更 す る 旨 、 秋 田 県 知 事 か ら 届 出 が あ っ た の で 、 同 条 第 七 項 の 規 定 に 基 づ き 、

告 示 す る 。

右 の 処 分 は 、 令 和 八 年 三 月 二 十 八 日 か ら そ の 効 力 を 生 ず る も の と す る 。

令 和 八 年 三 月 十 三 日 総 務 大 臣 林 芳 正

横 手 市 に 編 入 す る 区 域

大 仙 市 内 小 友 字 下 田 谷 地 七 五 の 一 の 一 部 、 七 六 の 一 部 、 八 〇 の 一 の 一 部 、 八 〇 の 二 の 一 部 、 八 一 の

一 、 八 一 の 二 、 八 二 の 一 、 八 二 の 二 、 八 三 、 八 四 の 一 、 八 四 の 二 、 八 六 の 一 、 八 八 の 一 の 一 部 、 字 九

十 九 沢 五 八 か ら 六 〇 ま で 、 一 九 八 の 一 、 一 九 九 の 一 、 二 〇 四 、 二 〇 五 の 一 、 二 〇 六 の 一 、 二 〇 六 の 四 、

二 〇 七 の 二 、 二 〇 七 の 四 、 字 板 井 田 境 二 二 の 一 の 一 部 、 二 三 の 一 の 一 部 及 び こ れ ら の 区 域 に 隣 接 介 在

す る 道 路 、 水 路 で あ る 公 有 地 の 一 部
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